
町税
1,297,687千円 

30.4%

使用料及び手数料
50,929千円 1.2%

その他の自主財源
85,243千円  2.0%

地方交付税
1,340,000千円 

31.4%

国庫支出金
449,125千円 

10.5%

譲与税・交付金等
329,501千円

7.7%

県支出金
287,515千円  6.7%

町債
70,000千円  1.6%

民生費
1,526,666千円 

35.7%

総務費
641,864千円 

15.0%

土木費
391,908千円 

9.2%

衛生費
387,007千円 

9.1%

教育費
375,577千円 

8.8%

公債費
368,954千円 

8.6%

消防費
277,810千円

6.5%

農林水産業費
148,711千円  3.5%

人件費
1,065,967千円 

25.0%

扶助費
497,218千円 

11.6%

公債費   
368,953千円 

8.6%

普通建設事業費
155,729千円

3.6%

補助費等
916,607千円 

21.4%

物件等
614,823千円 

14.4%

繰出金
613,493千円 

14.4%

その他
41,210千円  1.0%

義務的経費
1,932,138千円 

45.2%

その他経費
2,061,140千円 

51.2%

投資的経費
155,729千円 

3.6%

議会費
69,879千円  

1.6%
その他

85,624千円  2.0%

自主財源
1,797,859千円 

42.1%
依存財源

2,476,141千円 
57.9%

目的別歳出性質別歳出

歳 入

繰入金
264,000千円

6.2%

繰越金
100,000千円

2.3%

　
令
和
４
年
第
一
回
定
例
議
会

が
３
月
１
日
に
開
か
れ
、
令
和

４
年
度
の
当
初
予
算
が
可
決
さ

れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
予
算
額

は
、
42
億
７
，
４
０
０
万
円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
１
億

８
，１
０
０
万
円
、
４
・
４
％

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
一
般

会
計
を
除
く
５
つ
の
特
別
会
計

の
合
計
は
、
29
億
４
，６
７
８

万
９
千
円
と
な
り
、
公
営
企
業

と
な
る
水
道
事
業
会
計
の
予
算

額
は
、
３
億
８
，２
２
６
万
５

千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
こ
で
は
、
一
般
会
計
を
中

心
に
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し

ま
す
。

一
般
会
計
歳
入

　
町
が
単
独
で
確
保
で
き
る
町

税
な
ど
の
「
自
主
財
源
」
は
、

17
億
９
，７
８
５
万
９
千
円
と

な
り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比
較

す
る
と
１
億
１
，９
８
７
万
８

千
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
地
方
交
付
税
、
国
・

県
支
出
金
、
町
債
な
ど
の
「
依

存
財
源
」
は
、
24
億
７
，６
１

４
万
１
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

地
方
財
政
計
画
の
動
向
や
前
年

度
の
交
付
実
績
の
影
響
に
伴
う

地
方
交
付
税
の
増
に
よ
り
、
前

年
度
と
比
較
し
て
６
，１
１
２

万
２
千
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

令和4年度

予算
一般会計予算額

42億7,400万円

特
別
会
計
の
予
算
　

会　　計　　名 令和4年度 令和3年度 増減額 増減率

特
別
会
計

公 平 委 員 会 287 287 0 0.0%
農 業 集 落 排 水 事 業 25,716 25,700 16 0.1%
国 民 健 康 保 険 1,506,300 1,555,000 △ 48,700 △ 3.1%
介 護 保 険 事 業 1,234,436 1,205,222 29,214 2.4%
後 期 高 齢 者 医 療 180,050 167,800 12,250 7.3%

計 2,946,789 2,954,009 △ 7,220 △ 0.2%
水
道
事
業
会
計

収 益 的 収 入 303,756 305,891 △ 2,135 △ 0.7%
収 益 的 支 出 293,696 300,806 △ 7,110 △ 2.4%
資 本 的 収 入 2,300 400 1,900 475.0%
資 本 的 支 出 88,569 100,660 △ 12,091 △ 12.0%

（単位：千円）

※水道事業会計にお
いて、資本的収入
額が資本的支出額
に対して不足する
額86,269千 円は、
過年度損益勘定留
保資金で補てんし
ます。
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町税
1,297,687千円 

30.4%

使用料及び手数料
50,929千円 1.2%

その他の自主財源
85,243千円  2.0%

地方交付税
1,340,000千円 

31.4%

国庫支出金
449,125千円 

10.5%

譲与税・交付金等
329,501千円

7.7%

県支出金
287,515千円  6.7%

町債
70,000千円  1.6%

民生費
1,526,666千円 

35.7%

総務費
641,864千円 

15.0%

土木費
391,908千円 

9.2%

衛生費
387,007千円 

9.1%

教育費
375,577千円 

8.8%

公債費
368,954千円 

8.6%

消防費
277,810千円

6.5%

農林水産業費
148,711千円  3.5%

人件費
1,065,967千円 

25.0%

扶助費
497,218千円 

11.6%

公債費   
368,953千円 

8.6%

普通建設事業費
155,729千円

3.6%

補助費等
916,607千円 

21.4%

物件等
614,823千円 

14.4%

繰出金
613,493千円 

14.4%

その他
41,210千円  1.0%

義務的経費
1,932,138千円 

45.2%

その他経費
2,061,140千円 

51.2%

投資的経費
155,729千円 

3.6%

議会費
69,879千円  

1.6%
その他

85,624千円  2.0%

自主財源
1,797,859千円 

42.1%
依存財源

2,476,141千円 
57.9%

目的別歳出性質別歳出

歳 入

繰入金
264,000千円

6.2%

繰越金
100,000千円

2.3%

　
歳
入
に
占
め
る
割
合
は
、
自

主
財
源
が
42
・
１
％
、
依
存
財

源
が
57
・
９
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。
歳
入
に
占
め
る
自
主
財
源

の
割
合
が
高
い
ほ
ど
、
町
の
自

主
性
が
高
ま
り
、
財
政
も
安
定

し
ま
す
。

一
般
会
計
歳
出

　
歳
出
に
占
め
る
割
合
の
最
も

大
き
い
民
生
費
は
、
15
億
２
，

６
６
６
万
６
千
円
で
、35
・
７
％

と
な
り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比

較
し
、
９
，９
０
２
万
８
千
円
、

６
・
９
％
増
加
し
ま
し
た
。
主

な
要
因
は
、
障
害
者
自
立
支
援

給
付
費
事
業
な
ど
の
社
会
福
祉

に
関
す
る
費
用
や
後
期
高
齢
者

の
医
療
費
が
増
え
た
こ
と
に
よ

る
も
の
で
す
。

　
次
に
、
総
務
費
は
、
６
億
４
，

１
８
６
万
４
千
円
で
、
全
体
の

15
・
０
％
を
占
め
、
前
年
度
と

比
較
し
て
１
，１
５
６
万
１
千

円
、
１
・
８
％
増
加
し
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
地
域
お
こ
し
協
力
隊

の
１
名
増
員
、
タ
ク
シ
ー
・
バ

ス
利
用
券
の
拡
充
、
令
和
６
年

度
の
評
価
替
え
に
向
け
た
鑑
定

評
価
を
実
施
す
る
こ
と
等
に
よ

る
も
の
で
す
。

　
ま
た
、土
木
費
に
つ
い
て
は
、

３
億
９
，１
９
０
万
８
千
円
で
、

前
年
度
と
比
較
し
、
４
，５
０

４
万
６
千
円
、
10
・
３
％
減
少

し
ま
し
た
。
こ
れ
は
令
和
４
年

度
に
完
了
予
定
の
町
道
１
-７

号
線
道
路
改
良
事
業
（
成
瀬
）

の
減
額
や
、
町
道
３
-２
３
６

９
号
線
道
路
改
良
事
業
（
黒

岩
）
の
完
了
な
ど
に
よ
る
も
の

で
す
。

　
こ
の
ほ
か
、
予
算
額
の
多
い

順
と
し
て
、
衛
生
費
、
教
育
費
、

公
債
費
、
消
防
費
、
農
林
水
産

業
費
、議
会
費
、商
工
費
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
性
質
別
内
訳
を
見
る
と
、「
義

務
的
経
費
」
で
あ
る
人
件
費
、

扶
助
費
、公
債
費
の
合
計
額
は
、

19
億
３
，２
１
３
万
８
千
円
と

な
り
、
歳
出
全
体
の
う
ち
45
・

２
％
を
占
め
ま
し
た
。

　
普
通
建
設
事
業
費
な
ど
の

「
投
資
的
経
費
」
は
、
１
億
５
，

５
７
２
万
９
千
円
で
、
前
年
度

と
比
較
し
て
、
６
，７
７
７
万

１
千
円
の
減
額
と
な
り
ま
し

た
。こ
れ
は
歳
出
全
体
の
う
ち
、

３
・
６
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

町
民
一
人
当
た
り
に
使
わ
れ
る

予
算
額
は
38
万
９
９
５
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

一
人
あ
た
り

町民１人あたりに使われる金額
町民1人あたりの町税

町　民　税
固定資産税
軽自動車税
町たばこ税
入　湯　税

51,546円（44.6%）
56,140円（48.5％）
  3,491円（3.0％）
  4,374円（3.8%）
     128円（0.1％）

議　会　費� 6,229円
総　務　費� 57,217円
民　生　費� 136,091円
衛　生　費� 34,499円
労　働　費　� 900円
農林水産業費� 13,256円

商　工　費� 6,107円
土　木　費� 34,936円
消　防　費� 24,765円
教　育　費� 33,480円
公　債　費� 32,889円
そ　の　他� 626円

380,995円
115,679円

財
政
用
語
の
解
説

一
般
会
計
　
町
の
会
計
の
中
心
を
な

す
も
の
で
、
行
政
運
営
の
基
本
的

な
経
費
を
網
羅
し
て
計
上
し
た
会

計
で
す
。

特
別
会
計
　
特
定
の
歳
入
・
歳
出
を

一
般
の
歳
入
・
歳
出
と
区
別
し
て

個
別
に
処
理
す
る
た
め
に
設
け
ら

れ
た
会
計
で
す
。

自
主
財
源
　
町
税
、
使
用
料
及
び
手

数
料
な
ど
、
町
が
自
主
的
に
収
入

と
す
る
こ
と
が
で
き
る
財
源
を
言

い
ま
す
。

依
存
財
源
　
地
方
交
付
税
、
国
・
県

支
出
金
、
町
債
な
ど
、
国
や
県
な

ど
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
額
が
交
付

さ
れ
た
り
、
割
り
当
て
ら
れ
た
り

す
る
収
入
を
言
い
ま
す
。

目
的
別
分
類
　
支
出
の
行
政
目
的
を

基
準
と
し
て
分
類
し
た
も
の
で
、

町
の
行
政
目
的
別
の
予
算
の
比
重

を
知
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

性
質
別
分
類
　
支
出
の
経
済
的
性
質

を
基
準
と
し
て
分
類
し
た
も
の

で
、
財
政
の
健
全
性
や
弾
力
性
を

知
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

義
務
的
経
費
　
人
件
費
、
扶
助
費
及

び
公
債
費
な
ど
の
よ
う
に
、
支
出

が
義
務
づ
け
ら
れ
、
任
意
に
削
減

し
に
く
い
経
費
を
言
い
ま
す
。

投
資
的
経
費
　
普
通
建
設
事
業
費
や

災
害
復
旧
費
の
よ
う
に
、
支
出
の

効
果
が
資
本
形
成
に
向
け
ら
れ
、

施
設
等
が
ス
ト
ッ
ク
と
し
て
将
来

に
残
る
も
の
に
支
出
さ
れ
る
経
費

を
言
い
ま
す
。
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